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地方公共団体が被災事業者向けに情報提供を行う際は、本ガイドブックに掲載
している情報を自由にご活用下さい。 
 

平成２８年 6月１日 
中小企業庁 

 

被災された皆様に心よりお見舞い申し上げます。 

政府では、被災された中小企業者の皆さまが事業の復旧・再開に向け

立ち上がる際のお力になれるよう最大限努力してまいります。 

中小企業者向け支援策の情報をまとめました。是非ご活用ください。 

今後、内容が追加される可能性もあります。最新の情報は各支援策に

示した窓口に御確認ください。 
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【特集】熊本地震復旧等予備費による追加支援 
中小企業庁では熊本地震復旧等予備費により、災害からの復旧・事業
再建を目指す中小企業者の皆様に向けて、施設の復旧支援を新たに
設けるとともに、資金繰り支援の拡充などを行いました。 
 
 被災した中小企業等の施設の復旧費用を補助します。 
 チラシやホームページ作成などの販路開拓に取り組む費用を補助します。 
 事業の復旧や資金繰りに必要な資金を低利で借入れできます。 
 

 
（１）中小企業組合等共同施設等災害復旧事業（中小企業等

グループ補助金） 
  

平成 28 年度熊本地震で被災した中小企業等グループが作成した復興事業計画に基
づき、グループに参加する事業者が行う施設復旧等の費用の 1/2 または 3/4（うち国が
1/3または1/2、県が1/6または1/4）を補助することで、被災地域の経済・雇用の早期の
回復を図ります。 
 従前の施設等への復旧では事業再開や継続、売上回復が困難な場合には、これに代え
て、新分野需要開拓等を見据えた新たな取組（「新商品製造ラインの転換」、「生産効率
向上」、「従業員確保のため宿舎整備」等）の実施も支援します（新分野事業）。 

（→ｐ．２６） 
 

（２）被災地域販路開拓支援事業（小規模事業者持続化補助金） 
 

九州地方に所在する、平成 28年熊本地震の影響を受けた小規模事業者が、商工会・
商工会議所と一体となって経営計画を作成し、販路開拓や業務効率化・生産性向上に取り
組む費用を支援します。 

 （→ｐ．２８） 
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（３）平成 28年熊本地震特別貸付 
  

平成 28 年熊本地震により直接被害・間接被害（風評被害を含む）を受けた中小企
業・小規模事業者に対して、日本政策金融公庫・商工組合中央金庫が事業の復旧に必
要な設備資金や運転資金を長期・低利で融資するなど融資制度の拡充を行うことで、被災
した中小企業・小規模事業者の資金繰りを支援し、早期の事業・経営の再建を図ります。 

（→ｐ．１４） 

 

（４）小規模事業者経営改善資金融資事業（マル経融資） 
 
マル経融資とは、商工会・商工会議所・都道府県商工会連合会の経営指導員による経

営指導を受けた小規模事業者に対して、日本政策金融公庫が無担保・無保証人・低利で
融資を行う制度です。 
平成 28 年熊本地震により被害を受けた小規模事業者の資金繰りを支援するため、災害

対応特枠として、貸付限度額を別枠として 1,000 万円上乗せするほか、貸付金利について
別枠 1,000 万円の範囲内で当初３年間、通常の金利から直接被害▲0.9％、間接被害
▲0.5％引下げることで、小規模事業者の経営改善の促進を目指します。 

（→ｐ．１６） 
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１ 事業継続、再開など経営全般について    
事業の復旧、再開など経営に関する悩みについて広く相談に応じます。 
 

（１）特別相談窓口での電話相談や窓口相談 
 
大分県の日本政策金融公庫、商工組合中央金庫、信用保証協会、商工会議所、商工

会連合会、中小企業団体中央会及びよろず支援拠点並びに九州経済産業局及び中小企業
基盤整備機構九州本部に「特別相談窓口」を設置しています。商店街の相談は全国商店街
振興組合連合会で応じています。 
相談内容が具体的な融資の場合は日本政策金融公庫、商工組合中央金庫、保証の場

合は、信用保証協会にご相談ください。  
 

平成 28年熊本地震に係る大分県における災害に関しての相談窓口（連絡先電話番号） 

【融資に関するご相談】 
日本政策金融公庫 
 平日：9:00～17:00 
       大分支店・中小企業事業 （電話）097-532-4106 
       大分支店・国民生活事業 （電話）097-535-0331 
       別府支店・国民生活事業 （電話）0977-25-1151 
土日祝日：9:00～17:00 

熊本支店 中小企業事業   （電話）096-352-9155 
熊本支店 国民生活事業   （電話）096-353-6121 

 ※土日祝日は、大分県の被災事業者の方も熊本支店でご相談をお受けしています。 
 
商工組合中央金庫 
 平日：9:00～19:00 
       大分支店 （電話）097-534-4157 
土日祝日：9:00～17:00 
       本部 （電話）0120-542-711 
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【保証に関するご相談】 
信用保証協会 
 平日/土日祝日：9:00～17:15/9:00～17:00 
       大分県信用保証協会 保証一課 （電話）097-532-8246 
       大分県信用保証協会 保証二課 （電話）097-532-8247 

 
【全般的なご相談】 
商工会議所 
 平日：8:30～17:00 
       日田商工会議所 （電話）0973-22-3184 
       臼杵商工会議所 （電話）0972-63-8811 
       津久見商工会議所 （電話）0972-82-5111 
       豊後高田商工会議所 （電話）0978-22-2412 
       竹田商工会議所 （電話）0974-63-3161 
       宇佐商工会議所 （電話）0978-33-3433 
 平日：8:30～17:15 
       大分商工会議所 （電話）097-536-3131 
 平日：8:30～17:30 
       中津商工会議所 （電話）0979-22-2250 
       佐伯商工会議所 （電話）0972-22-1550 
 平日：9：00～17:30 
       別府商工会議所 （電話）0977-25-3311 
 
商工会連合会 
 平日：8:30～17:15 
       大分県商工会連合会 （電話）097-534-9507 
 
中小企業団体中央会 
 平日：8：30～17:15 
       大分県中小企業団体中央会（電話） 097-536-6331 
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（独）中小企業基盤整備機構 
 平日/土日祝日：9:00～17:00 
        九州本部 （電話）092-263-1500 
 
経済産業局 
 平日/土日祝日：9:00～18:00 
       九州経済産業局  産業部  中小企業課 （電話）092-482-5447 
 
よろず支援拠点 
 平日/土日祝日：9:00～17:00 
       大分県よろず支援拠点 （電話）097-537-2837 

 
【下請に関するご相談】 
下請かけこみ寺 
 平日：9:00～12:00/13:00～17:00 
       本部 （電話）03-5541-6655 

 
【商店街からのご相談】 
全国商店街振興組合連合会 
 平日：9:00～17:00 
       全国商店街振興組合連合会（電話） 03-3553-9300 
 

【小規模企業共済・中小企業倒産防止共済に関するご相談窓口】 
（独）中小企業基盤整備機構 共済相談室 
 平日： 9：00～19：00 （電話）050-5541-7171  
 土曜日：10：00～15：00 （電話）050-5541-7171  
 日曜日・祝日：10：00～15：00 （電話）03-5470-1559  
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【ミラサポ専門家派遣】 
 よろず支援拠点や、商工会、商工会議所等の支援機関にご相談いただいた際、相談内容に
よっては、これらの支援機関が「ミラサポ」に登録されている専門家を派遣します。専門家は、3 回
まで無料で派遣できます。さらに、お電話でご相談いただいた際にも派遣することができます。 
（お問い合わせ先）株式会社パソナ （電話）03-5542-1685 
 

（２）商店街への専門家等の派遣 
 
①（株）全国商店街支援センターは、専門家（数百名規模の商店街相談アドバイザー等）
のうち、九州に拠点を置いている 20 名程度派遣し、被災された商店街及び周辺商店街に
対するよろず相談への対応を行います。 

 
②（株）全国商店街支援センターは、震災により被害を受けた商店街の求めに応じ、阪神大
震災、新潟中越地震、東日本大震災等の震災からの復旧・復興に携わった経験を持つ実
務家等を派遣し、震災復興に係る取組事例やノウハウ等を伝えるための研修を行います。 

 
所在地： 東京都中央区湊 1丁目 6-11 八丁堀エスワンビル 4階 
電話番号： 03-6228-3061 
メールアドレス： yousei-s@shoutengai-shien.com 
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２ 金融機関等からの借入れや返済について  
借入金の返済猶予などの条件変更ができます。 
事業再開に必要な資金を低利で借入れできます。 
融資への信用保証が拡充されます。 
 

（１）被災中小企業者の既往債務の負担軽減等 
  

 日本政策金融公庫、商工組合中央金庫及び信用保証協会が、返済猶予などの既往債務
の条件変更、貸出手続きの迅速化及び担保徴求の弾力化などについて、今般の災害により被
災を受けた中小企業・小規模事業者の実情に応じて対応します。 
 

【日本政策金融公庫、商工組合中央金庫での対応】 
 返済猶予の申し出が遅れた場合でも、返済期日に遡及して返済猶予に対応します。また、提
出書類の簡素化や契約手続きの迅速化を行うことで、被災した中小企業者の負担軽減を行い
ます。 
 

【信用保証協会での対応】 
 返済期日経過後の期日延長や返済方法、既往の保証付融資の借換等に柔軟に対応しま
す。また、審査書類の簡素化や契約手続き等の迅速化を行うことで、被災した中小企業者の
負担軽減を行います。 
 

【お申し込み先】 
 日本政策金融公庫、商工組合中央金庫、信用保証協会にお申し込みください。 
 

日本政策金融公庫 
平日：9:00～17:00 

       大分支店 中小企業事業 （電話）097-532-4106  
       大分支店 国民生活事業 （電話）097-535-0331  
       別府支店 国民生活事業 （電話）0977-25-1151  
土日祝日：9:00～17:00 

       熊本支店 中小企業事業 （電話）096-352-9155 
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       熊本支店 国民生活事業 （電話）096-353-6121 
 ※土日祝日は、大分県の被災事業者の方も熊本支店でご相談をお受けしています。 
 
商工組合中央金庫 
平日：9:00～19:00 

       大分支店 （電話）097-534-4157 
土日祝日：9:00～17:00 

       本部 （電話）0120-542-711 
 
大分県信用保証協会 
 平日：9:00～17:15 
       保証一課 （電話）097-532-8246 
       保証二課 （電話）097-532-8247 
 土日祝日：9:00～17:00 
       保証一課 （電話）097-532-8246 
       保証二課 （電話）097-532-8247 
 

【（独）中小企業基盤整備機構】 
 （独）中小企業基盤整備機構では、今般の災害により被災を受けた高度化貸付けを利用
し償還中の企業の方に対し、その負担を軽減するため都道府県からの申請により、償還猶予又
は最終償還期限の延長（各 3年以内）を図ることとしています。 
 
お問い合わせ先  
 大分県 商工労働部 経営創造・金融課    ：097-506-3226 
 （独）中小企業基盤整備機構 高度化事業部 高度化事業企画課：03-5470-1528 
 

【リース事業協会・日本自動車リース協会連合会】 
 リース事業協会及び日本自動車リース協会連合会においては、被災された地元中小企業等
から支払猶予や契約期間延長のお申し込みがあった場合には、支払条件の変更等について、
柔軟かつ適切な対応を講じることとしています。 
また、リース相談窓口等を設置し、被災された事業者の方々からのお問い合わせを受けていま
す。 
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お問い合わせ先 
 公益社団法人 リース事業協会 「リース相談窓口」  
  （電話）０３－３５９５－２８０１ 
 一般社団法人 日本自動車リース協会連合会 事務局 
  （電話）０３－５４８４－７０３７  
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（２）平成 28年熊本地震特別貸付【拡充】 
［災害復旧貸付やセーフティネット貸付を拡充したもの］ 

  

 【制度の概要】 
地震により直接被害・間接被害（風評被害を含む）を受けた中小企業・小規模事業者（以
下、中小企業）に対して、日本政策金融公庫・商工組合中央金庫が事業の復旧に必要な
設備資金や運転資金を長期・低利で融資するなど融資制度の拡充を行います。 
 

 【対象者】 
①直接被害を受けた熊本県内の企業(大企業を含む)と一定の直接取引があり、業況が悪化
している中小企業（全国で適用可能） 

②上記以外で、今般の地震により、業況が悪化している中小企業（風評被害による影響を受
けた九州区域内の中小企業を含む） 

 

【金利】 
①当初３年間：基準利率（災害）－０．５％ 
(－０．５％の限度額：日本公庫中小・国民、商工中金 ３千万円) 
※地方経済産業局が発行する被害証明書が必要。提出いただく時期につきましては柔軟に
対応いたしますので、ご相談下さい。 

※４年目以降及び上記限度額を超える分：基準利率(災害)－０．３％ 
 

②基準利率－０．３％ 
 
※日本政策金融公庫： 
基準利率(災害):中小事業 1.30％、国民事業 1.40％ 
（いずれも平成 28年５月 1８日現在、貸付期間 5年の場合の基準利率です。担保の
有無等に関わらず利率は一律になります。） 

  基準利率:中小事業 1.30％ 
         国民事業 1.85% 
            (平成 28年５月１８日現在、貸付期間５年の場合の基準利率です。担

保の有無等によって利率は変わります。） 
  

※商工組合中央金庫：所定の利率（相談のうえ） 
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【貸付期間】 
①最大 20年（設備）、最大 15年（運転）（据置期間：最大３年） 
②最大 15年（設備）、最大 8年（運転）（据置期間：最大３年） 
 

【限度額】 
①日本公庫中小、商工中金 ３億円（別枠）日本公庫国民 ６千万円(上乗せ) 
②日本公庫中小、商工中金 ７．２億円（別枠）日本公庫国民 ４．８千万円（別
枠） 

 

【担保・保証人】 
 担保・保証人については、弾力的に取り扱います。 
 

【お問い合わせ先】 
  日本政策金融公庫、商工組合中央金庫にお申し込みください。 
 

日本政策金融公庫 
 平日：9：00～17：00 
       大分支店 中小企業事業 （電話）097-532-4106  
       大分支店 国民生活事業 （電話）097-535-0331  
       別府支店 国民生活事業 （電話）0977-25-1151  
 土日祝日：9：00 ～ 17：00 
       熊本支店 中小企業事業 （電話）096-352-9155  
       熊本支店 国民生活事業 （電話）096-353-6121  
 ※土日祝日は、大分県の被災事業者の方も熊本支店でご相談をお受けしています。 
 
商工組合中央金庫 
 平日：9：00 ～ 19：00 
       大分支店 （電話）097-534-4157 
土日祝日：9:00～17:00 

       本部 （電話）0120-542-711 
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（３）小規模事業者経営改善資金融資事業(マル経融資)【拡充】 
 

 【制度の概要】 
商工会・商工会議所・都道府県商工会連合会の経営指導員による経営指導を受けた小

規模事業者に対して、日本政策金融公庫が無担保・無保証人・低利で融資を行う制度で
す。 
平成 28 年熊本地震により、被害を受けた小規模事業者の資金繰りを支援するため、災

害対応特枠として、以下の措置を実施します。 
  

【対象者】 
直接被害を受けた熊本県内の企業（大企業を含む）と一定の直接取引があり、業況が

悪化している小規模事業者 
※商工会・商工会議所等が発行する被害証明書が必要。 

 

【貸付条件】 
＜震災対応特枠＞ 
貸付限度額：別枠 1,000 万円 
貸付金利：当初３年間 

           通常の利率－0.5％ 
           ※通常の利率：1.30％（平成 28年 5月 18日現在） 

貸付期間：設備資金 1０年以内、運転資金 7年以内 
据置期間：設備資金 2年以内、運転資金 1年以内 
担保等：担保・保証人は不要 
経営指導：原則 6 か月以上、商工会等の経営指導を受けること 

     ※経営指導員による濃密な指導を受けること等により、指導期間にかかわらず融資の 
      推薦を受けることができます（P.23 参照）。 

 
＜本体枠＞ 
貸付限度額：2,000 万円 
貸付金利：1.30％（平成 28年 5月 18日現在） 

                     （貸付期間、据置期間、担保等は震災対応特枠と同じ） 
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  【募集期間】 
６月１日から実施 

  
【お問い合わせ先】 
事業所の所在する地区の商工会・商工会議所にお問い合わせください。 

 
 【よくあるご質問】 

Ｑ１：いわゆる風評被害については、間接被害の対象に含まれるのでしょうか。 
Ａ１：間接被害については、直接被害を受けた事業者と一定の取引がある者が対象とな

るため、いわゆる風評被害については該当しません。マル経では本体枠部分（金
利の低減なし＝現行 1.30％）の取扱いになります。 
なお、別途措置される平成 28年熊本地震特別貸付（P.14 参照）については、
風評被害等により業況が悪化している中小企業者も対象となります。（基準利率
－0.3％） 
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（４）高度化事業による貸付（災害復旧向け） 
    （独）中小企業基盤整備機構 
 

【対象者】 
過去に高度化資金の貸付けを受けて整備した施設の復旧を図る者又は施設の復旧にあたっ

て新たに高度化事業の貸付対象事業（共同施設事業等）を行う者 
 

【貸付対象施設】 
  災害復旧に当たって必要な土地、建物、構築物、設備であって、資産計上されるもの 
 

【貸付条件】 
  貸付割合：貸付対象施設の整備資金の９０％以内 
  償還期限：据置期間を含む 20年以内であって、都道府県が適当と認める期間 
  据置期間：３年以内であって、都道府県が適当と認める期間 
  金    利：無利子 
 

【お問い合わせ先】 
  大分県商工労働部 経営創造・金融課 
     電話 ０９７－５０６－３２２６ 
  (独)中小企業基盤整備機構 高度化事業部 高度化事業企画課 
     電話 ０３－５４７０―１５２８ 
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（５）信用保証協会制度（大分県）【セーフティネット保証 4号】 
  

 
 信用保証協会では、平成 28 年熊本地震により事業に影響が生じている方向けに以下の制
度を実施しております。 
 

【売上の減少等一定の影響を受けた方（セーフティネット保証 4号）】 
 セーフティネット保証 4号の指定地域に大分県全域を追加し、取扱いを行っています。 
 

本制度の対象者 
 下記、（イ）、（ロ）の両方に該当する事業者（直接的な被害を受けた方に限りません） 
（イ）指定地域内において 1年間以上継続して事業を行っていること。 
（ロ）災害の発生に起因して、当該災害の影響を受けた後、原則として最近 1 か月の売上高

等が前年同月に比して 20%以上減少しており、かつ、その後 2 か月を含む 3 か月間の売
上高等が前年同期に比して 20%以上減少することが見込まれること。 

※当該災害の影響を受けた後、最近１か月の売上高等の把握については、中小企業者等の
状況に応じて柔軟な対応とさせていただきますので、市町村窓口へご相談下さい。 

※お申し込みの際には市町村等が発行する認定書が必要となります。 
 

対象となる資金の使途 
 経営の安定に必要な資金 
 

【制度内容】 
①保証限度額 
 無担保 8,000 万円、最大 2億 8,000 万円 
 ※一般保証と別枠、融資額の全額を保証 
②保証料率 
 信用保証協会所定のため、信用保証協会にお問い合わせください 
③保証期間 
 個別に信用保証協会とご相談ください 
④保証人 
 原則第三者保証人は不要 
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【ご相談窓口】 
大分県信用保証協会 
 平日：9:00～17:15 
       保証一課 （電話）097-532-8246 
       保証二課 （電話）097-532-8247 
土日祝日：9:00～17:00 

       保証一課 （電話）097-532-8246 
       保証二課 （電話）097-532-8247 
 
 信用保証協会窓口にご連絡いただければ、皆様の状況に適した制度、ご支援のご紹介をいた
しますので、お問い合わせ下さい。 
 

【よくあるご質問】 
Q１：信用保証協会が実施する売上の減少等一定の影響を受けた事業者向けの保証（セ

ーフティネット保証 4 号）は、地震により直接被害を受けた場合でなくても利用できます
か？ 

Ａ１：今回の地震の影響により一定の売上高の減少が認められる場合は、直接的な被害を
受けていなくても利用できます。詳しくは最寄りの信用保証協会までお問合せください。 
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（６）小規模企業共済制度の特例措置 
 
【「災害時貸付」及び「緊急経営安定貸付」の適用要件の拡大】  
「災害時貸付」 
 今般の地震により被害を受けたため経営の安定に支障が生じた場合に事業資金を貸付ける
制度です。災害の影響により、次のいずれかの要件に該当し、その旨の証明を商工会、商工会
議所、中小企業団体中央会から受けていることが必要となります。 
 
① 事業所又はその契約者の事業の主要な資産について、全壊、流失、半壊、その他これらに
準じる損害を受けていること。 

② 当該災害の影響を受けた後、又は、取引先が被災したことの影響を受けた後、原則として 1
か月間の売上高が前年同月に比して減少することが見込まれること。 

「緊急経営安定貸付」 
 熊本地震の影響による一時的な売上の減少により、資金繰りに著しい支障をきたしている共
済契約者に経営の安定を図るための事業資金を貸付ける制度です。 
 災害の影響により、1 か月間の売上高が前年同月に比して急激に減少することが見込まれる
旨の証明を商工会、商工会議所、中小企業団体中央会、青色申告会から受けていることが
必要となります。 
 上記の貸付要件は次のとおりです。 
 
（1）貸付限度額 ： 1,000 万円（ただし、共済契約が解除された場合に支払われる解約

手当金の範囲内（50 万円以上で 5 万円の倍数となる額）です。なお、特例災害時貸
付以外の一般貸付等と併せてご利用される場合の貸付限度額は、2,000 万円までで
す。） 

（2）貸付利率 ： 年 0.9%（平成 28年 5月 19日現在） 
（3）貸付期間 ： ①貸付金額が 500万円以下の場合は 3年、②貸付金額が 505万円

以上の場合は 5年 
（4）償還方法 ： 6 か月ごとの元金均等割賦償還 
（5）担保、保証人 ： 不要 
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【掛金の納付期限の延長等】 
 共済契約者は、ご希望により①掛金の掛止め、②掛金月額の減額をお選びいただけます。 
 
① 掛金の掛止め：掛金の納付を一定期間（6 か月または 12 か月）停止します。 
② 掛金月額の減額：掛金月額は、1,000 円から 70,000 円までの範囲内（500 円単位）
で自由に選択できます。 

 

【その他】 
 共済金の請求に関し、必要書類が整わない場合については、ご相談ください。 
 
お問い合わせ先 
（独）中小企業基盤整備機構  共済相談室 
平日：9：00～19：00 （電話）050-5541-7171  
土曜日：10：00～15：00 （電話）050-5541-7171 
日曜日・祝日：10：00～15：00 （電話）03-5470-1559  
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（７）商工会連合会等に対する要請 
 

【全国商工会連合会、日本商工会議所に対する要請】 
 被害を受けた小規模事業者の事業再建、復興に向けた取組を迅速化する観点から、小規
模事業者経営改善資金(マル経)融資について、推薦手続の迅速な対応を行うことなどを実施
団体(全国商工会連合会、日本商工会議所)に対し要請しています。 
 

【主な要請内容】 
全国商工会連合会、日本商工会議所 
・ 小規模事業者経営改善資金(マル経)融資について 
(1) 申込みにあたり「商工会・商工会議所の経営指導員による経営指導を原則６か月以上
受けていること」が要件となっていますが、経営指導員が濃密な指導を行うこと等により、経営
指導期間にかかわらず融資の推薦を行うこと。 

(2) 震災のため事業所が損壊する等により営業確認書類や決算書等を亡失した場合であって
も柔軟な対応を行うこと。 

 
お問い合わせ先 
事業所の所在する地区の商工会・商工会議所にお問い合わせください。 
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（８）金融庁相談ダイヤル（金融機関とのトラブル相談） 
 
 金融サービス利用者相談室においては、平成 28 年熊本地震発生に際し、被災者等からの
各種金融機関の窓口のお問合せや金融機関等とのお取引に関するご相談等への対応のため、
「平成 28 年熊本地震金融庁相談ダイヤル」を下記のとおり、開設しました。 
 

【平成 28年熊本地震金融庁相談ダイヤル】 
受付時間 
 平日 10：00～17：00（電話での受付） ※ファックス、メールは 24時間受付 
 
電話での受付 
 0120-156-811（フリーダイヤル） ※IP 電話からは 03-5251-6813 におかけください。 
ファックスでの受付 
 03-3506-6699 
メールでの受付 
 28kumamoto@fsa.go.jp 
文書での受付 
 〒100－8967 東京都千代田区霞が関 3-2-1 中央合同庁舎第 7号館 
 金融庁 金融サービス利用者相談室 
 
（注）ファックス、メール、文書で受け付けさせて頂いた場合には、相談室より、原則平日 10：

00～17：00 の間に、お電話をお返し致します。 
 

【受付内容】 
 平成28年熊本地震金融庁相談ダイヤルでは、当該地震等に関連する金融機関等とのお取
引に関してのお問合せ、ご相談を電話や FAX等により受付けます。 
なお、フリーダイヤルは通話料金無料です。 
 
（注）一般の「金融機関との間の個別トラブルに関する相談等や金融行政に関する意見・要

望等」は、 0570-016811 （IP 電話からは 03-5251-6811 ）におかけください。 
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（１０）中小企業倒産防止共済制度 
 

【共済金の貸付（災害による不渡り）】 
今般の平成 28 年熊本地震を原因として、不渡りとなった手形・小切手については、「災害によ
る不渡り」として取り扱われ、不渡り処分（不渡り報告への掲載・取引停止処分）が猶予され
る措置が実施されています。中小企業倒産防止共済制度に加入の契約者で「災害による不渡
り」となった手形・小切手等を所持する場合、共済金の貸付を受ける事ができます。 
※回収が困難となった売掛金債権等の額と、積み立てた掛金総額の10倍に相当する額とのい
ずれか少ない額を限度として、無担保・無保証人で貸付。 

 

【お問い合わせ先】 
（独）中小企業基盤整備機構  共済相談室 
平日：9：00～19：00 （電話）050-5541-7171  
土曜日：10：00～15：00 （電話）050-5541-7171 
日曜日・祝日：10：00～15：00 （電話）03-5470-1559  
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３ 施設の復旧などについて          
被災した中小企業等の施設の復旧費用を補助します。 
チラシやホームページ作成などの販路開拓に取り組む費用を補助しま
す。 
 

（１）中小企業組合等共同施設等災害復旧事業（中小企業等
グループ補助金）【新設】 

  

 【制度の概要】 
熊本地震で被災した中小企業等グループの復興事業計画に基づきグループに参加する

事業者が行う施設復旧等の費用の 1/2 または 3/4（うち国が 1/3 または 1/2、県が 1/6
または 1/4）を補助します。 
 従前の施設等への復旧では事業再開や継続、売上回復が困難な場合には、これに代え
て、新分野需要開拓等を見据えた新たな取組（「新商品製造ラインの転換」、「生産効率
向上」、「従業員確保のため宿舎整備」等）の実施も支援します（新分野事業）。 
 

補助金の交付に当たっては、まず、中小企業等が以下の①～④の要件を満たすグループ
を形成して、復興事業計画を作成し、県の認定を受けます。その後、認定されたグループの
構成員が自らの施設・設備の復旧等に要する費用（資材・工事費等）を算定し、県に申
請します。 

①サプライチェーン型 
（当該グループの復旧・復興がサプライチェーンにおいて重要な役割を果たしている） 

②経済・雇用効果大型 
（事業規模や雇用規模が大きく、県内の経済・雇用への貢献度が高い） 

③基幹産業型 
（地域の経済・社会的に基幹となる産業群を担う集団で、地域の復興・雇用維持に不可欠） 

④商店街型 
（地域住民の交流促進に寄与し、地域における中心的な商業機能を果たす可能性が高い） 
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 【対象者】 
   中小企業等グループに参加する構成員（中堅企業等を含む） 
   ※中堅企業：資本金 10億円未満の企業 
 

【対象経費】 
当該中小企業等グループが復興事業計画に基づき事業を行うのに不可欠な県内の施

設・設備の復旧等に要する費用。 
※施設・設備の復旧等に要する経費には、資材・工事費・設備の調達・移転設置費・取り
壊し・撤去費・整地・排土費を含む。 

 

 【補助率】 
中小企業者等（中小企業支援法第 2条第 1項に規定する者）：補助対象経費の 
３／４以内 

上記以外：補助対象経費の１／２以内 
 

 【募集期間】 
   未定（決まり次第中小企業庁HP等でお知らせします） 
 

 【お問い合わせ先】 
  中小企業庁経営支援部経営支援課 03-3501-1763 
 

【よくあるご質問】 
Ｑ１：交付決定を受ける前に開始した施設復旧にも適用されますか。 
Ａ１：交付決定前に開始された施設復旧についても、写真や書類等による確認が可能で、

適正と認められる場合には、補助対象となります。 
 

Ｑ２：グループを構成するためには、何者以上が参加しないといけないのでしょうか。 
Ａ２：グループ内に中小企業者が１者以上含まれ、かつグループの構成員が２者以上であ

る必要があります。   
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（２）被災地域販路開拓支援事業（小規模事業者持続化補助金）
【新設】 

 

 【制度の概要】 
小規模事業者のビジネスプランに基づく経営を推進するため、商工会・商工会議所と一体と

なって経営計画を作成し、販路開拓に取り組む費用を支援します。 

  
【対象者】 
九州地方に所在する、平成 28年熊本地震の影響を受けた小規模事業者 

  
【対象経費】 

   商工会・商工会議所の助言等を受けて経営計画を作成し、その計画に沿って販路開拓
等に取り組む費用 

 
【補助率】 

   ２／３ 

  
【補助上限額】 
200 万円（熊本県・大分県に所在する事業者） 
100 万円（福岡県・佐賀県・長崎県・宮崎県・鹿児島県に所在する事業者） 

 

【募集期間】 
    受付開始： 平成２８年５月３１日（火） 
    第１次受付締切： 平成２８年６月２４日（金）［締切日当日消印有効］ 

 第２次受付締切： 平成２８年７月２９日（金）［締切日当日消印有効］ 
     ＊第１次受付締切日の翌日以降の消印の申請書類は、第２次受付分として受けます。 
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【お問い合わせ先】 
事業所の所在する地区の商工会・商工会議所にお問い合せください。 

 
【よくあるご質問】 

Ｑ１：どの程度、地震の影響を受けていれば補助対象者になりますか。 
Ａ１：建物の損壊など直接的な被害はもとより、取引先の被災による発注の減少や、旅

行キャンセルによる観光客の減少などによって売上が減少している場合も対象になり
ます。 

     直接被害の場合、罹災証明・被災証明の写しや、被害状況が分かる写真を添付
していただきます。間接被害の場合は経営計画書中の所定欄に状況を記載してい
ただきます。 

 
Ｑ２：すでに実施してしまった事業についても、対象になりますか。  
Ａ２：対象になりません。ただし、1 次〆切で採択された案件に限り、交付決定日に関わ

らず、公募開始日（5月 31 日）以降に発生した費用が補助対象となります。こ
の場合も、補助金を受けるには、支出実績が確認できる書類を保管しておく必要
がありますのでご注意ください。 

 
Ｑ３：すでに平成 27年度補正予算事業に申請していますが、本事業への申請は可能

ですか。 
Ａ３：申請は可能です。その場合、平成 27年度補正予算事業は取下げ扱いになり採

択されません。 
 

Ｑ４：店舗の設備や備品が壊れたのですが、これらを新たに買い揃えるための費用は対
象になりますか。 

Ａ４：単なる復旧・買換えに対する費用は対象になりません。新たな販路開拓のための
工夫があれば対象となります。 
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４ 下請取引のトラブルについて          
中小企業の取引上の悩みについて特別相談を実施します。 
 

（１）下請かけこみ寺「特別相談窓口」を全国に設置 
 
 熊本県熊本地方を震源とする地震の発生に伴い、親事業者の工場が操業を停止したため納
品ができない、といった下請事業者の取引上の様々な影響が生じる恐れがあります。このため、
中小企業庁では、全国 48 か所の「下請かけこみ寺」に「特別相談窓口」を設置しました。 
 

【特別相談窓口の設置】 
（1）中小企業・小規模事業者の取引上のお悩み相談を広く受け付けている「下請かけこみ
寺」において、新たに、熊本県熊本地方を震源とする地震の発生に伴う下請事業者の取引
上の影響に関する相談窓口を新設しました。 

（2）下請かけこみ寺は全都道府県に設置しており、フリーダイヤル 0120-418-618 におかけ
いただければ、お近くの「下請かけこみ寺」に直接つながります。 

（3）ただし、熊本県の下請かけこみ寺では当分の間対応が困難なことも想定されます。 こうし
た場合には、 (公財 )全国中小企業取引振興協会 「下請かけこみ寺本部 」 
03-5541-6655 において対応をいたします。 

 

【相談内容】 
（1）親事業者の操業停止や震災の影響に伴って一方的に負担を押しつけられたなどの取引
上の問題について、広くご相談を受け付けます。 

（2）なお、地震発生に伴う下請取引等への影響に関しては、東日本大震災の際に、公正取
引委員会がQ&A を作成しておりますのでご参照ください。  

 
東日本大震災に関連する Q&A 
 http://www.jftc.go.jp/soudan/shinsaikanren/23jishinqa.html 
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（２）下請事業者との取引について、親事業者へ次のとおり 
    要請しています 
  
 熊本県熊本地方を震源とする地震の発生に伴い、九州地域において工場の操業停止や交
通インフラの損害が確認される等、取引上の影響は、全国の親事業者、下請事業者に広がる
可能性があります。 
 経営基盤の弱い中小企業者・小規模事業者に対する影響を最小限とするため、下請事業
者に一方的に負担を押しつけることのないよう、また、今回の地震によって影響を受けた下請事
業者が今後事業活動を再開させる場合等にできる限り従来の取引関係を継続するなどについ
て、関係団体を通じ親事業者に要請しています。 
 
（1）経済産業大臣名（他省庁所管の業界については主務大臣との連名）で、業界団体
代表者（864 団体）に、不当な取引条件の押しつけがないよう、親事業者の必要な配慮
等について要請しています。 

（要請事項） 
① 親事業者においては、今回の地震の発生を理由として、下請事業者に一方的に 負担を
押しつけることがないよう、十分に留意すること。 

② 親事業者においては、今回の地震によって影響を受けた下請事業者が、事業活動を維持し、
又は今後再開させる場合に、できる限り従来の取引関係を継続し、あるいは優先的に発注を
行うよう配慮すること。 

 
（2）(公財)全国中小企業取引振興協会の会長及び都道府県下請企業振興協会の理事
長あて、今回の地震の影響により、事業活動に支障が生じている中小企業に対し、優先的に
取引あっせんを行うこと等を要請しています。 

（要請事項） 
① 下請かけこみ寺において、今回の地震に伴う中小企業からの取引上の相談に対して、きめ
細かく対応すること 

② 今回の地震の影響により、事業活動に支障が生じている中小企業に対して、優先的に取
引あっせんを行うこと 

③ 要請内容の周知に加え、被災地域の都道府県下請企業振興協会から提供される被災中
小企業の操業状況等の情報の周知に御協力いただくこと  
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（３）下請中小企業への情報提供について、親事業者へ次のとおり
要請しています 

 
平成 28 年熊本地震によって影響を受けた熊本地域の中小企業・小規模事業者からは、

「代替生産によって取引が減少した」「今後も受注機会が戻ってくるか分からず事業所の復旧や
事業再開に当たっても不安である」といった声が寄せられています。 
 
そこで、経営基盤の弱い中小企業・小規模事業者への影響を最小限に押さえるため、代替

生産等によって下請取引を切り替えている親事業者に、今後の発注に関する方針等を、地震
発生前の下請事業者に対して情報提供するよう、以下のとおり、関係団体を通じて要請してい
ます。 
 
（要請事項） 
熊本地震による影響が大きいと考えられる電子部品・デバイス・電子回路製造業、輸送用機

械器具製造業及び生産用機械器具製造業関係企業が所属する主な業界団体（60 団体）
に対して、以下の 2点を要請します。 
① 代替生産等によって下請取引を切り替えている親事業者においては、今後の発注に関する
方針や計画を、地震発生前の下請事業者に対して、説明会の実施その他適切な方法で、
適時に情報提供をすること 

② 該当する親事業者については、6 月 7 日までに、情報提供の予定又は実績について、経済
産業省に対して情報提供をいただくこと 
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５ 従業員の雇用について             
地震の影響により労働者を休業させる場合の助成金があります。 
 

（１）休業手当に対する雇用調整助成金 
 

【地震に伴う経済上の理由により労働者を休業させる場合】 
 地震に伴う「経済上の理由」により休業を余儀なくされた事業所の事業主が、労働者に休業
手当を支払った場合、雇用調整助成金を利用できます（熊本地震の影響による休業であれば
熊本県以外の事業所でも利用できます）。 
 
１．「経済上の理由」について 
地震に伴う「経済上の理由」とは、例えば次のような場合が該当します。 
・ 取引先の地震被害のため、原材料や商品等の取引ができない場合 
・ 交通手段の途絶により、来客がない、従業員が出勤できない、物品の配送ができない場合 
・ 電気・水道・ガス等の供給停止や通信の途絶により、営業ができない場合 
・ 風評被害により、観光客が減少した場合 
・ 事業所、設備等が損壊し、修理業者の手配や修理部品の調達が困難なため、早期の修復
が不可能であることによる事業活動の阻害 

 
２．短時間労働者（パート、アルバイト）の取扱いについて  
○短時間労働者（パート、アルバイト）についても、雇用保険に入っている方であれば、雇用調
整助成金の対象となり得ます。 

 
３．特例措置について 
 上記１に該当する事業主の方を対象に、以下のとおり雇用調整助成金の特例を実施してい
ます。 
１）生産指標の確認期間の短縮（３か月から１か月） 
２）休業を実施した場合の助成率の引上げ（中小企業：２/３から４/５へ、大企業：１/
２から２/３へ） ※九州各県内の事業所に限る。 

３） 新規学卒採用者など、雇用保険被保険者として継続して雇用された期間が６か月未
満の労働者も助成対象とすること 
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４） 過去に雇用調整助成金を受給したことがある事業主であっても、 
  ア 前回の支給対象期間が満了した日から１年を経過していなくても受給可とすること 
  イ 受給可能日数の計算において、過去の受給日数にかかわらず、今回の特例の対象とな

った休業等について新たに起算すること 
５）最近３か月の雇用量が対前年比で増加していても受給可能であること 
６）平成28年７月20日までに初回の計画届を提出した場合、事前に計画届が提出された
ものとみなし、平成 28年４月 14日以降に開始された休業等について遡及適用すること 

 

【お問い合わせ先】 
熊本労働局職業安定部 職業対策課分室 
（所在地）熊本市西区二本木 2－7－2 ヴァルール熊本駅前 2階 
（電話）096－312－0086 
 ※熊本県以外の方は、最寄りの都道府県労働局又はハローワークにお問い合わせください。 
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６ 税金の申告・納付等について           
国税や地方税について、申告・納付等の期限の延長等を受けら 
れる場合があります。 
 

（１） 国税・地方税に係る申告・納付等の期限の延長等 
 

【国税に関する申告・納付等の期限の延長措置について】 
（1）大分県に納税地を有する納税者につきましても、災害により被害を受けた場合には、所
轄税務署長から承認を受けることにより、申告・納付等の期限を延長することができますので、
状況が落ち着きましたら、税務署へご相談いただきますようお願いいたします。 

 

【国税に関する申告・納付等の期限延長以外の措置について】 
 上記の申告・納付等の期限の延長以外にも、災害にあった場合の税制上の措置として、①納
税の猶予、②相続税・贈与税の免除又は軽減、③所得税の全部又は一部の軽減などがありま
すので、まずは最寄りの税務署へご相談ください。 
 

【お問い合わせ先】 
 国税に関する申告・納税等の期限の延長措置等について、お知りになりたいことがありましたら、
電話相談センターをご利用ください。 
 電話相談センターのご利用は、所轄の税務署にお電話いただき、自動音声にしたがって番号
「1」を選択してください。なお、個別的なご相談については、番号「2」を選択して、所轄の税務署
へご相談ください。 
参考に、大分県の各税務署の連絡先を掲載しています。 

 
【大分県】 
 宇佐 （所在地）宇佐市大字上田 1055 番地 1 宇佐合同庁舎 
  （電話）0978-32-0360  
  （管轄地域）豊後高田市・宇佐市 
 



 

36 
 

 臼杵（うすき） （所在地）臼杵市大字臼杵 2 の 107 番 637 
     （電話）0972-63-8522 
    （管轄地域）臼杵市・津久見市 
 
 大分 （所在地）大分市中島西 1丁目 1番 32号 
  （電話）097-532-4171 
  （管轄地域）大分市・由布市 
 
 佐伯（さいき） （所在地）佐伯市蟹田（がんだ）9番 5号 
     （電話）0972-22-0910 
    （管轄地域）佐伯市 
 
 竹田 （所在地）竹田市大字会々1650 番地 17 
  （電話）0974-63-3141 
  （管轄地域）竹田市 
 
 中津 （所在地）中津市大字中殿 550番地 20 中津合同庁舎 
  （電話）0979-22-3111 
  （管轄地域）中津市 
  
 日田（ひた） （所在地）日田市田島 2丁目 7番 1号 
    （電話）0973-23-2136  
    （管轄地域）日田市・玖珠郡 
 
 別府 （所在地）別府市光町 22番 25号 
  （電話）0977-23-2111 
  （管轄地域）別府市・杵築（きつき）市・国東市・東国東郡・速見郡 
 
 三重 （所在地）豊後大野市三重町市場 1225 番地 9 三重合同庁舎
 （電話）0974-22-1015 

  （管轄地域）豊後大野市 
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【被災納税者に対する地方税の減免措置等について】 
総務省から 4月 21日付けで各都道府県に対して以下のように通知されております。 
 
平成 28 年（2016 年）熊本地震による被災納税者に対する減免措置等について 
 このたびの平成 28 年（2016 年）熊本地震による被災納税者に対しては、関係地方団
体において、既に各般にわたる救済措置が講じられつつあると思いますが、被災した納税者に対
する地方税に係る申告等の期限の延長、徴収猶予及び減免の措置等について、適切に運営
されるようご配慮願います。 
 また、貴都道府県内の市区町村に対してもこの旨をご連絡願います。 
 本通知は地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の4（技術的な助言）に基
づくものです。 
 

【県税の申告・納付等の期限の延長について（5月 2日時点）】 
   大分県では、平成２８年熊本地震による被害の状況を考慮して、熊本県にお住まいの方
の県税の申告期限等の一部を延長します。なお、大分県にお住まいの方で災害により申告・
納付等ができない場合は、最寄りの県税事務所へご相談ください。また、平成２８年熊本地
震によって被害を受けられた方が、一定の条件を満たした場合、県税について軽減または免
除される場合があります。 

 

【お問い合わせ先（大分県）】 
別府県税事務所 （所在地）別府市大字鶴見字下田井 14-1  
  （電話）0977-67-8211 
 
大分県税事務所 （所在地）大分市府内町 3-10-1  
  （電話）097-506-5771 
 
自動車税管理室 （所在地）大分市大津町 3-4-13  
  （電話）097-552-1121 
 
佐伯県税事務所 （所在地）佐伯市長島町 1-2-1  
  （電話）0972-22-3021 
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豊後大野県税事務所 （所在地）豊後大野市三重町市場 1123  
  （電話）0974-22-7501 
 
日田県税事務所 （所在地）日田市城町 1-1-10  
  （電話）0973-22-4175 
 
中津県税事務所 （所在地）中津市中央町 1-5-16  
  （電話）0979-22-2920 

 

※自動車の新規登録や変更登録に伴う申告・納税は、居住地にかかわらず自動車税管理室
で行います。 
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７ 補助金の申請その他の手続きについて     
補助金の公募期間等が延長されます。 
商工会、商工会議所などの総会の開催を延期できます。 
 

（１）公募中の補助金の公募期間の延長 
 
 中小企業庁では、現在公募中の以下の補助金について、平成 28 年熊本県熊本地方を震
源とする地震に伴い、災害救助法適用地域の事業者について公募期間を延長します。 
 
※平成28年6月1日時点で平成28年熊本県熊本地方の地震に係る災害救助法の適用
地域は、熊本県内の全 45市町村です。 

 
■小規模事業者持続化補助金 
（公募期間の延長対象と公募終了日） 
 災害救助法適用地域、大分県別府市、日田市、竹田市、宇佐市（旧院内町、旧安心院
町）、由布市、九重町及び玖珠町の小規模事業者 
平成 28 年 6月 15日（水）当日消印有効 
※公募期間は被災地の状況を踏まえて再延長を行う可能性があります。 

（お問い合わせ先）中小企業庁 小規模企業振興課 03-3501-2036 
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（２）中小企業経営承継円滑化法の申請書・報告書の提出期限 
   の延長 
 
 平成28年熊本県熊本地方の地震に係る災害による多大な被害を受けたことにより、中小企
業経営承継円滑化法に基づく申請書・報告書を提出期限内に提出できない方におかれまして
は、その期限を延長いたします。 
 
延長される具体的な手続 
（1）非上場株式等についての相続税・贈与税の納税猶予の前提となる認定申請 
（2）同認定に係る年次報告、随時報告、臨時報告、合併報告、株式交換等報告 
（3）同認定に係る贈与者が死亡した場合の確認申請 
 
お問い合わせ先 
最寄りの地方経済産業局中小企業課までお問い合わせください。 
 
九州経済産業局中小企業課中小企業金融室 092-482-5448（直通） 
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（３）商工会、商工会議所、中小企業等協同組合、 
   商店街振興組合の総（代）会の開催延期 
 
 平成 28 年熊本県熊本地方を震源とする地震により商工会、商工会議所、中小企業等協
同組合、商店街振興組合において、総（代）会が開催できない場合であっても、その状況が
解消された時点で開催すれば、不利益な取扱いはしないこととしました。 
 

（４）特許等に関する手続期間の延長などについて  
 
 特許、実用新案、意匠及び商標に関する出願等の手続について、所定の期間内に手続がで
きなくなった方に対して手続き期間の延長や手続きの緩和などの特例措置があります。 
 また、特許庁が収集した各国・地域知財庁の救済措置等についての情報を、特許庁ホームペ
ージを通じて、ユーザーの皆様に提供しております。外国出願等の手続を行う際の参考としてくだ
さい。 
 
お問い合わせ先   
①手続一般  平日 8:30～18:15 
 特許庁 熊本地震手続相談窓口 （電話）03-3581-1101 内線 5000,5100,5200 
 
②各国・地域知財庁関連  平日 8:30～18:15 
 特許庁 国際政策課・国際協力課（電話）03-3581-1101 内線 2561 
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（５）中小企業組合等の役員変更の登記や、決算関係書類の 
    届出等の期限の延長 
 
 「平成２８年熊本地震による災害についての特定非常災害及びこれに対し適用すべき措置
の指定に関する政令（平成２８年政令第２１３号）」が平成２８年５月２日に公布及び
施行されました。 
これにより、中小企業組合等の役員変更の登記や、決算関係書類の届出等、履行期限の

ある法令上の義務が、特定非常災害により本来の履行期限までに履行されなかった場合であっ
ても平成 28 年 7 月 29 日までに履行された場合には、行政上及び刑事上の責任を問われな
いこととなりました。 
 

（参考） 
平成２８年熊本地震による災害についての特定非常災害及びこれに対し適用すべき措

置の指定に関する政令（平成２８年政令第２１３号）が平成２８年５月２日に公布
及び施行され、特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関す
る法律（平成８年法律第８５号）第２条第１項の特定非常災害として、平成２８年
（２０１６年）熊本地震による災害が指定されるとともに、特別措置法第４条第１項の
政令で定める特定義務の不履行についての免責に係る期限が平成２８年７月２９日とさ
れました。 
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８ その他の支援                   
家屋の解体・撤去や、がれきの収集・運搬及び処分に係る経費について
補助があります 
官公需の受注機会増大の配慮を各府省等や都道府県に要請しました 
 

（１）中小企業の災害廃棄物の処理に関する支援 
 中小企業（個人商店を含む）から排出された災害廃棄物は、一般家庭等から排出された
災害廃棄物と一体となって集積されている場合もあることから、市町村が生活環境保全上特に
必要として処理を行った場合には、従来から環境省の災害等廃棄物処理事業費補助金の補
助対象となります。 
 そのため、被災市町村内に事務所を有する中小企業にかかる、がれきの収集・運搬及び処分
については、被災市町村が実施する場合には、解体工事と併せ、処理事業の対象となります。 
 

＜平成 28年熊本地震に係る特例措置＞ 
 市町村が実施する半壊以上の家屋等の解体・撤去費用が国庫補助の対象に 
 これまでの被害状況、被災自治体からの要望や過去の実績を踏まえた処理の円滑化のため、
市町村が行う全壊家屋又は半壊家屋の損壊家屋等の解体・撤去費用について補助対象とす
ることになっています。 
 なお、修復して再利用すると所有者が判断し、修復、リフォームを行う場合には所有者が費用
負担していただくことになります。 
 ※市町村が「災害に係る住家の被害認定基準運用指針」（平成25年6月内閣府防災）
に基づいて判定することになります。 

 

 これから損壊家屋等の解体・処理を行う場合 
 中小企業（中小企業とは、中小企業基本法第２条に規定する中小企業者をいう。）が自
主的に解体・処理することについては、緊急やむを得ないものとして、被災市町村が特に必要とし
て認めて行う災害廃棄物処理事業に該当するものとの判断が必要となります。 
 具体的には、家屋等の所有者は関係者の合意を得たうえで、解体・処理業者を同行し被災
市町村の窓口に相談及び処理費用の説明等を行っていただく必要があります。 
 その結果、被災市町村が解体・処理費用を含めて適正であると判断し、当該解体・処理業
者と被災市町村との契約が成立した場合、今回は特例措置として補助事業の対象となります。 
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 倒壊家屋等を既に解体業者に依頼して撤去した場合 
 既に倒壊した家屋等を自ら解体業者に依頼して撤去した場合についても、後日、被災市町
村が、当該撤去を市町村が特に必要として認めて行う災害廃棄物処理事業に該当するもので
あったと判断した上で、市町村と解体・処理業者との契約に変更する等の措置を講ずれば、今
回は特例措置として補助事業の対象となります。（既に支払い済みでも可） 
 なお、会計手続のため、見積書、請求書等といった契約に関する書類一式及び処理の状況
が判る写真等については、会計手続きが始まるまでの間、保管しておいてください。 
 
＜参考＞ 
 環境省の HP についても参考に御覧下さい。 
 http://kouikishori.env.go.jp/archive/h28_shinsai/ 
 
＜お問い合わせ先＞ 
 各市町村の廃棄物対策の窓口までお問い合わせ下さい。 
 
 制度全体に関するお問い合わせは、以下までお問い合わせ下さい。 
 環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課 
 TEL 03-5521-8337（直通） 
 FAX 03-3593-8263 
 E-mail hairi-shisetsu@env.go.jp 
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（２）被災地域の中小企業・小規模事業者に対する官公需に 
   おける受注機会増大の配慮を、各府省等や都道府県に要請 
 
 熊本地震の被災地域の中小企業・小規模事業者が、官公需の受注機会の増大を図れるよ
うにするため、各府省等、都道府県知事、人口 10 万人以上の市及び特別区の長に対して適
切な納期・工期の設定及び迅速な支払、地域中小企業の適切な評価等の配慮を要請しまし
た。 
 
１．中小企業庁は、各府省等に対して、下記の事項を含む、被災地域の中小企業・小規模
事業者に対する一層の受注機会の増大についての配慮を要請しています。 

 
（1） 適正な納期・工期の設定及び迅速な支払 
 被災地域においても中小企業・小規模事業者が無理せず、十分に対応できるよう、適正な納
期・工期の設定に配慮するとともに、中小企業・小規模事業者の資金繰りが悪化しないよう、
発注者は迅速な支払いに努めること。 
 
（2） 地域中小企業の適切な評価 
 被災地域の建設業者等を活用することにより円滑かつ効率的な施工が期待できるがれき処
理等の役務や工事等の発注に当たっては、緊急性、迅速性が損なわれない範囲で、適切な地
域要件の設定等の地域企業の適切な評価を行い、活用に努めること。 
 
２．また、都道府県知事、人口10万人以上の市及び特別区の長に対して、1.の各府省等に
対する要請に準じた配慮を要請します。 
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（３）ビジネスマッチングサイト「J-GoodTech（ジェグテック）」 
   における熊本県及び大分県企業向けの応援サイトの開設 
 
熊本県及び大分県内の登録中小企業の操業・稼働状況等の情報を発信することにより国

内外の販路開拓支援を行うため、ジェグテック内に「熊本地震復興応援サイト」を開設しました。
登録手続の簡素化と迅速化を進めていますので、これまでジェグテックに登録してこられなかった
中小企業者の皆様も積極的に御登録・御活用ください。 
URL：https://jgoodtech.smrj.go.jp/landing/kumamoto?locale=ja 

 
＜お問い合わせ先＞ 
   独立行政法人中小企業基盤整備機構 販路支援部 
   TEL 03-5470-1824 

E-mail:hanro-kikaku@smrj.go.jp 
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９ よくあるご質問                   
 
Q１．今回の地震により被害を受けたことをどのように証明すればよいですか？ 
 
 地震によって、事業所等、主要な事業用資産が全壊・流失・半壊・床上浸水等、損害を受け
たことについて、事業所の所在地を管轄する市町村長等から罹災（りさい）証明書の発行を受
けてください。 
 証明書のタイトルが「罹災証明書」の名称でなくとも、損害を受けた事実を証するものとして発
行されたものであれば構いません。 
 
Q２．罹災（りさい）証明書はどこでもらえますか？ 
 
 事業所の所在地を管轄する市町村が発行することになっています。具体的な手続きについては、
49 ページに掲載されている県・市町村にお問い合わせ下さい。 
 
Q３．雇用調整助成金を受給するためには、どのような手続きが必要ですか？ 
 
 雇用調整助成金を受給するためには、まず、支給要件を満たす事業主であることを示す書類
を提出するとともに、これにあわせて休業等の計画を事前にお近くのハローワーク、または労働局
の助成金窓口へ届け出る必要があります。 
 
Q４．雇用調整助成金を受給するために必要な書類が、地震の影響で破損してしまったのです
が、代替手段はありますか？ 

 
 地震の影響で支給関係書類の提出が困難な場合は、申立書などによる代替もできます。 詳
細については、お近くのハローワーク又は都道府県労働局にお問い合わせください。 
 
Q５．パートやアルバイトでも雇用調整助成金の支給対象になりますか？ 
 
 パートやアルバイトなどの短時間労働者も、雇用保険に入っている方であれば、雇用調整助成
金の対象となり得ます。 
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Q６．「災害救助法適用地域」とは具体的にどの地域を指しますか？ 
 
 平成 28 年熊本県熊本地方の地震に係る災害救助法の適用地域は、平成 28 年 6 月 1
日現在、熊本県内の全 45市町村です。 
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10 県・市町村の連絡先一覧          
 
大分県  商工労働企画課 （電話）097-506-3215 
 
大分市  商工労政課 （電話）097-537-5625 
別府市  商工課 （電話）0977-21-1132 
中津市  商工振興課 （電話）0979-22-1120 
日田市  商工労政課 （電話）0973-22-8239 
佐伯市  商工振興課 （電話）0972-22-3943 
臼杵市  産業観光課 （電話）0972-63-1111（内 1262） 
津久見市 商工観光課 （電話）0972-82-9542 
竹田市  商工観光課 （電話）0974-63-4807 
豊後高田市 商工観光課 （電話）0978-22-3100（内 234） 
杵築市  商工観光課 （電話）0978-62-3131（内 174） 
宇佐市  商工振興課 （電話）0978-32-1111（内 481） 
豊後大野市 商工観光課 （電話）0974-22-1001（内 2332） 
由布市 商工観光課 （電話）0977-84-3111（内 511） 
国東市 活力創生課 （電話）0978-72-5183 
東国東郡姫島村 水産・観光商工課 （電話）0978-87-2111（内 180） 
速見郡日出町 商工観光課 （電話）0977-73-3158 
玖珠郡九重町 商工観光・自然環境課 （電話）0973-76-3150 
玖珠郡玖珠町 商工観光振興課 （電話）0973-72-7153 
 
 
大分県よろず支援拠点（大分市） （電話）097-537-2837 
 
（独）中小企業基盤整備機構九州本部（福岡市）（電話）092-263-1500 
 
九州経済産業局 中小企業課（福岡市） （電話）092-482-5447 
 
 


